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２）構造主任担当技術者
ア 建物規模等 上記１）アに同じ。
イ 建物用途 上記１）イに同じ。
３）管理技術者及び各主任担当技術者は、入
札参加希望者又は協力企業（設計）と直接
的かつ恒常的な雇用関係にあること。

^ 管理技術者及び各主任担当技術者について
は、提案書提出後から実施設計完了までの間、
病気・死亡・退職等極めて特別なやむを得な
い場合の外は、変更を認めない。

４ 工事（施工）に関する競争参加資格 入札参
加希望者（協力企業（工事（施工））を含む。）は、
次の競争参加資格を満たすこと。
\ 入札参加希望者及び協力企業（工事（施工））
は、該当する工事（ただし、入札参加希望者
は建築一式工事、電気工事、管工事のすべて
を含む。）において、文部科学省における一般
競争参加者の資格の認定の際に、「一般競争参
加者の資格」（平成13年１月６日文部科学大臣
決定）第１章第４条で定めるところにより算
定した点数（一般競争（指名競争）参加資格
認定通知書の記２の点数）が、建築一式工事
にあっては1¶190点以上、電気工事にあって
は950点以上、管工事にあっては950点以上で
あること。

] 入札参加希望者及び協力企業（工事（施工））
は、該当する工事に対応する「建設業法」（昭
和24年５月24日法律第100号）の許可業種に
つき許可を有しての営業年数が５年以上ある
者であること。ただし、相当の施工実績を有
し、確実かつ円滑な共同施工が確保できると
認められる場合においては、許可を有しての
営業年数が５年未満であっても同等として取
扱うことができるものとする。

^ 入札参加希望者及び協力企業（工事（施工））
は、該当する工事（ただし、入札参加希望者
は建築一式工事を含む。）において、平成11年
度以降に、元請として完成・引渡しが完了し
た、下記１）から３）に示す同種の施工実績
（ただし、新営に限る。また、建築一式工事
における実績を含む。共同企業体の構成員と
しての実績は、出資比率が20％以上の場合の
ものに限る。）があること。

１）建築一式工事
ア 建物規模等 鉄骨鉄筋コンクリート造
又は鉄筋コンクリート造、地下１階以上
かつ地上４階以上、延べ面積15¶000fl以
上
イ 建物用途 寄宿舎、共同住宅、校舎又
は研究施設
※ア、イは、同一の工事であること。以下
同じ。

２）電気工事（建築一式工事における実績を
含む。）
ア 建物規模等 鉄骨鉄筋コンクリート造
又は鉄筋コンクリート造、地下１階以上
かつ地上４階以上、延べ面積15¶000fl以
上
イ 建物用途 寄宿舎、共同住宅、校舎又
は研究施設

３）管工事（建築一式工事における実績を含
む。）
ア 建物規模等 鉄骨鉄筋コンクリート造
又は鉄筋コンクリート造、地下１階以上
かつ地上４階以上、延べ面積15¶000fl以
上
イ 建物用途 寄宿舎、共同住宅、校舎又
は研究施設

_ 入札参加希望者及び協力企業（工事（施工））
は、該当する工事（ただし、入札参加希望者
は建築一式工事を含む。）において、下記１）
から３）に示す資格要件を満たしているとと
もに同種の施工経験がある監理技術者を専任
で配置できること。
１）建築一式工事
ア 一級建築施工管理技士又はこれと同等
以上の資格を有する者であること。なお、
「これと同等以上の資格を有する者」と
は、一級建築士の免許を有する者又は国
土交通大臣若しくは建設大臣が一級建築
施工管理技士と同等以上の能力を有する
と認定した者をいう。
イ 平成11年度以降に、元請として完成・
引渡しが完了した、上記^１）のア及び
イに示す基準を満たす同種（建築一式工
事）の施工経験を有する者であること（共
同企業体の構成員としての経験は、出資
比率が20％以上の場合のものに限る。）。
ウ 監理技術者は、監理技術者資格者証及
び監理技術者講習修了証を有する者、又
はこれに準ずる者であること。

２）電気工事（建築一式工事における実績を
含む。）
ア 一級電気工事施工管理技士又はこれと
同等以上の資格を有する者であること。
イ 平成11年度以降に、元請として完成・
引渡しが完了した、上記^２）のア及び
イに示す基準を満たす同種（電気工事）
の施工経験を有する者であること（共同
企業体の構成員としての経験は、出資比
率が20％以上の場合のものに限る。）。
ウ 監理技術者は、上記１）ウに該当する
者であること。

３）管工事（建築一式工事における実績を含
む。）
ア 一級管工事施工管理技士又はこれと同
等以上の資格を有する者であること。
イ 平成11年度以降に、元請として完成・
引渡しが完了した、上記^３）のア及び
イに示す基準を満たす同種（管工事）の
施工経験を有する者であること（共同企
業体の構成員としての経験は、出資比率
が20％以上の場合のものに限る。）。
ウ 監理技術者は、上記１）ウに該当する
者であること。

４）監理技術者は、入札参加希望者又は協力
企業（工事（施工））と直接的かつ恒常的な
雇用関係にあること。

` 監理技術者は、技術提案書提出後から工事
完了までの間、病気・死亡・退職等極めて特
別なやむを得ない場合の外は、変更を認めな
い。

５ 落札者の決定方式等
\ 落札者の決定方式 入札参加者が提出した
提案書を内容とする価格と価格以外の要素を
総合的に評価する総合評価落札方式により落
札者を決定する。なお、本工事は、政府調達
協定（「1994年４月15日マラケシュで作成され
た政府調達に関する協定」をいう。）の対象で
あり、落札者の選定手続については、「国の物
品等又は特定役務の調達手続の特例を定める
政令」（昭和55年政令第300号）が適用される。

^ 競争参加資格確認申請書等の提出期間、場
所及び方法
１）提出期間 平成26年10月６日から平成26

年10月９日まで（10時00分から12時00分、
13時00分から17時00分まで）。
２）提出場所 担当部局
３）提出方法 競争参加資格確認申請書等
は、所定の様式により作成し、提出場所へ
持参又は郵送（書留郵便に限る。提出期限
の日時までに到達するものに限る。）により
提出するものとし、電子メール及び電送に
よるものは受け付けない。

] 落札者の決定方法 入札参加者の中から、
以下の手順により本工事の落札者を決定す
る。

１）提案審査 提案審査は、入札参加者が提
出した提案書の内容について客観的な評価
を行う。
２）総合評価 各入札参加者の上記１）の審
査による得点及び入札価格に基づき総合評
価を実施し、落札者を決定する。

^ 評価内容の担保 実際の実施設計（詳細設
計支援）及び工事（施工）に際しては、提案
書に記載した実施設計（詳細設計支援）の考
え方及び工事（施工）の方法等により実施し、
提案内容を満たす実施設計（詳細設計支援）
及び工事（施工）を行うものとする。落札者
の責により提案内容を満たす実施設計（詳細
設計支援）又は工事（施工）が行われない場
合は、契約解除もあり得る。

６ 入札手続等
\ 担当部局 〒113`0033 東京都文京区本郷
五丁目24番５号 角川本郷ビル８階 東京大
学施設部施設企画課予算・契約チーム 電話
03`5841`2209（直通）

] 入札説明書等の交付
１）入札説明書等（要求水準書等を除く。）の
交付 平成26年９月12日から平成26年10月
９日までの間、東京大学施設部ホームペー
ジにて交付する。
（http://www.u-tokyo.ac.jp/fac01/

b07_07_03_j.html）
２）要求水準書等の交付 平成26年10月６日
から平成26年10月９日までの間、下記^に
基づく競争参加資格確認申請書等の受付を
済ませた者に対して、担当部局にて交付す
る。
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